	事業区分
	補助率
	補助対象経費

	（１）　地域経済活性化計画策定事業
	２分の１以内
	地域経済活性化計画の策定のために必要な会議の開催に係る事務経費、委託料、調査費用等の経費であって、知事が必要があると認めたもの

	（２）　地域経済活性化拠点施設整備事業
	２分の１以内。ただし、まちづくり会社が事業実施主体となる場合は、市町村の継ぎ足し補助額と同額とする。
なお、国等の事業の補助金等を受けようとする場合には、県の補助対象経費から国等の事業の補助金等の額を引いた額に２分の１を乗じた額とする。
	活性化拠点施設の整備に係る施設、設備、機械等の経費であって、知事が必要があると認めたもの

	
	
	


別表第１（第７条関係）

（注）

１　補助の対象とする活性化拠点施設は、１つの地域経済活性化計画当たり、原則、１施設とする。
２　補助の対象とならない経費は、次のとおりとする。

　　　　ア　職員の人件費。ただし、補助事業の遂行に必要な業務を補助するために臨時的に雇い入れる者の賃金等は、補助の対象とすることができるものとする。

　　　　イ　食糧費

　　　　ウ　公課費

　　　エ　用地の取得及び整地に要する経費

　　　　オ　既存の施設及び設備等の撤去並びにその処分（分別、収集、運搬、再生、処分等）に要する経費。ただし、改修に伴い発生する撤去に要する経費は、補助の対象とすることができるものとする。

　　　　カ　既存施設の改修経費で単なる維持修繕を目的とするもの

　　　　キ　アからカまでのほか、補助することが適当と認められない経費

